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問 題

　組織の活動には、管理・監督者の統率の行為が：不可欠である註1）といわれているが、今日ま

で、これに関連してFiedler，　F，　E．（1967）等のさまざまなリーダシップ論が展開されてき

た。

　組織の側からは、業務の円滑な運営をはかるため責任と権限をもった役職者をおく。その

際、当該役職者は業務を効果的に進めていくために、管轄の職場の業務の技術的援助と職場成

員への社会的援助を行う。そのようななかで、組織の維持・発展にとって当然ではあるが企業

従事：者自身の問題、すなわち、働く人たちが何を考え、感じ、何を求めているかの意識が浮か

びあがってくる。

　しかも、現実の組織運営からすると役職者と非役職者が存在する。Porter，　LM（1961、

1962）は、役職者を対象とした研究で役職段階によって欲求及び欲求充足に差異があることを

認めている。つまり、管理レベルが高くなると自己実現欲求や自律欲求が強調されるとの結果

を得ている。

　ところで、わが国の現況を考えると1975年以降の低成長経済における経済の安定と景気の落

ち込みから、多くの企業組織体では、雇用の拡大より、むしろ省人化と結びつく合理化による

効率的な組織運営の施策がとられている。例えば、資格制度をとりあげても伝統的な学歴・年

功中心制度から職能等級制度に至るさまざまなものがある。

　そこで、今、視点を役職に限れば、従来の管理・監督者の役職者のほかに専門職役職者をお

き、異なる役職分担でポスト数の頭打ちに打開の道を見いだしている企業組織休も多い。

註1）安藤瑞夫1975産業心理学新曜祉P154
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　本研究では企業従事者の能力開発の活用と合理的処遇をめざす職務格付による賃金制度を施

いた大阪に本社をもつ住宅・家電総合会社の企業従業員を対象に、役職をとりまく職業意識の

問題を次の2点に絞り明らかにしょうとする。

　1．非現業3部門（本社、製造、営業）の役職要因について

　2．製造部門に焦点をあてたラインとスタッフの役職要因について

　言い換えれば、1、2を通して役職、非役職者の職業意識に違いが果して見いだせるかどう

か。また、専門職役職者は、管理・監督者の役付者や一般技能及び執務要員註2）と意識のズレ

がみられるかを取り上げる。

　標題の職業意識は、仕事に関する意識と生活全般の意識の2側面からこれをとらえようとす

るものである。前者の仕事意識はSRA（1951）の従業員態度調査の考え方を基本に作成した

態度調査註3）で、仕事、上役など11の領域（領域によって項目数は一定でない）について各質

問各々5つの回答を用意し、各領域の得点の大小が、個人、或いはグループにとって好意的、

肯定的態度であるかを判断するものである。後者の生活意識註4）は、仕事に関連した意識をも

含めた意見調査で項目によって3～8つの回答をもつ。従って回答の方法は、自分にとって賛

成する意見やそれに近いものを一つ選択させようとするものである。調査についての具体的内

容は後の方法でふれることにする。

方 法

　調査対象と対象者の属性）対象は、全国に工場ならびに営業所を有する住宅・家電総合メー

カーの男子従業員である。全調査対象者数は男子8，825名、女子2，971名で男女の比率は3：1

の構成である。以下、今回の分析に直接かかわる男子の属性のみ記述する。

　大まかな所属区分として、本社のスタッフ組織、現業のラインを中心とする事業部、それに

営業の3部門にわけることができる。部門別男子の勤務は、事業部が5610／8，825名で64％と最

も多く、ついで営業部が2，200／8，825名の25％、本社が1，015／8，825名の11％である。

　全社の年令構成は、30～34才の年令層が24％と最も多い。ついで35～39才、25～29才の各年

令層がともに21％となっており、44才までが91％を占めている。

　また、勤続年数は入社1年未満から30年以上の年数幅になっているが、勤続15～19年は25％

と最も多く、6～9年が22％、10～14年忌21％となっている。

　さらに、学歴構成は高校卒が40％と最も多く、ついで中学校卒と大学卒がともに28％を占め

註2）職務格付制度からすると非現業の職制の役職である課長はM、、専門職役職者の主査はP1と位置づけ

　　られ、一般執務・技術要員は本分析ではE2をとりあげた。一方、現業の班長はF、、専門職役職者の

　　技能士長はQ、、一般技能要員はS2を対象としてとりあげた。

註3、4）調査票は関西学院大学名誉教授武田正信先生の指導のもとに検討を加え、作成したものである。
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ている。

　そこで、今回の分析テーマである役職者（管理・監督者）は、全社で1，987名を数えるが、

現業職における班長は17％、職長は7％、技能＝1＝長は6％の割合である。一方、非現業職の課

長は40％、部長は20％、主査は9％となっている。

　次に、本研究での対象者の抽出については非現業職の本社、事業部、営業部の3部門は、部

門別に課長の平均年令と標準偏差値を求め、平均年令を基準に±1SDの年令幅を設け、当該範

囲にある対象者を分析対象とした。つぎに課長職の年令幅をそのまま主査、E2に適用し対象

者を抽出した。

　また、製造部門の事業部だけを取り上げた分析では現業職は、班長の平均年令と標準偏差値

をまず求め、この平均年令を基準に±1SDの年令幅とし、これを技能士長、　S2の対象者にも

適用した。一方、非現業職は前述の通り課長を軸に対象者が設定された。

　なお、1の非現業職の分析では、当該年令に入った対象者は、本社を除きほぼ1／2に圧縮し

た。また、2の製造部門の分析でも、1と同様に各年令の人数を十分考慮し、ほぼ1／2に分析対

象者を絞った。

　調査方法）調査は従業員意識調査として、仕事に関する意識と生活全般の意識の2つにわか

れる。前者は、A会社（6項目）、　B職場（3項目）、　C上役（10項目）、　D同僚（3項目）、

E仕事（7項目）、F作業条件（2項目）、　Gコミュニケーション（4項目）、　H人事（4項

目）、1給与（4項目）、J厚生（2項目）、　K組合（6項目）の合計51の質問からなる調査

である。Table　1に項目の一部を例示する。回答は5件法で求め、1点～5点の配点をするが、

得点が低いほうが積極的及び好意的態度、それに通じる満足感が強いものとみることが出来

る。従って、領域によって得点範囲が異なるが、例えば、A会社の領域は、6点～30点の得

点範囲にある。

　　　　　　　　　　　Tab】e　1仕事に関する意識の調査項目の一例

領域　A　会 社

Q34．あなたはこの会社の社員であることに誇りを感じていますか

職
　
LB
Q

域領

1．大いに感じている

2．かなり感じている

3．ときどき感じることがある

4，　あまり感じることはない

5．全く感じない

　　場
あなたの職場の雰囲気はどうですか

1．非常に明るい

2．　わりと明るいほう

3．　どちらともいえない

4．やや暗いほう

5．非常に暗い
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　　　　　　　　　　　　　　企業従業員の職業意識に関する研究

　　領域　C　上　　　役
　　　　　　Q17．あなたの上司は、あなたの仕事の成果を正しく、公平に評価し認めてくれますか

　　　　　　　　　　1．大いにそうである

　　　　　　　　　　2．わりあいそうである

　　　　　　　　　　3．　どちらともいえない

　　　　　　　　　　4。あまりそうではない

　　　　　　　　　　5．ほとんどそうではない

　　領域E仕　 事

　　　　　　QIO．あなたは現在の仕事にやりがいをかんじますか

　　　　　　　　　　1．大いにかんじる

　　　　　　　　　　2．　わりあいかんじるほう

　　　　　　　　　　3，　どちらともいえない

　　　　　　　　　　4．　あまりかんじないほう

　　　　　　　　　　5．全くかんじない

　　領域F作業条件
　　　　　　Q7．あなたの職場では仕事を進めるのに必要な設備や器材は整っていますか

　　　　　　　　　　1，充分整っている

　　　　　　　　　　2．わりあい整っている

　　　　　　　　　　3．　どちらともいえない

　　　　　　　　　　4．あまり整っていない

　　　　　　　　　　5．全く整っていない

　　領∫・覧K組　　合
　　　　　　Q55．あなたは組合の活動に関心をもっていますか。

　　　　　　　　　　1．常に関心を持っている

　　　　　　　　　　2．わりい関心を持っている

　　　　　　　　　　3．　どちらともいえない

　　　　　　　　　　4．　あまり関心はない

　　　　　　　　　　5．　ほとんど関心を持っていない

　また、後者の生活意識は、仕事に関連したものを含めて合計27項目の意見調査である。回答

は3～8の選択肢から自分の考え、あるいは気持に近い回答を1つ選ばせる方法をとった。今

回は、27問の質問のうち「生活の充実」、「昇進の代償」、「仕事の幅」、「労働の目的」、「仕事の

変化」、「余暇」、「私生活での充実感」、「悩み・不安」の8つを取り上げた。具体的な調査項目

はTable　2に一部示す通りである。

　なお、調査実施期は、1980年8月～9月にかけて直接大学研究室員が出向き、集団一斉実施

方式で勤務時間内に実施した。

　　　　　　　　　　Table　2生活意識の調査項目の一例

　　　「生活の充実」：あなたの毎日の生活は、充実していますか。

　　　　　　1．大いに充実している

　　　　　　2．充実しているほう

　　　　　　3．　どちらともいえない

　　　　　　4．あまり充実していないほう

　　　　　　5．企く充実していない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　q．4



企業従業員の職業意識に関する研究

「昇進の代償」：あなたはたとえ役職上の升進ができなくても、次のうちどれが満たされれば

よいと思いますか

　　　1．仕事の達成感

　　　2．専門職としての誇り

　　　3．社員資格による処遇

　　　4．賃金

　　　5．職場の人門関係

「労働の目的」：働くことの目的について、あなたは次のうちどれが自分の考えに一番近いと

思いますか。

　　　　1，経済的により豊かな生活をおくりたいため

　　　2．自分のもっている力を、企業や社会の発展のために役立てたいから

　　　3．職場において多くの人々と人聞的なふれあいや対話をもちたいため．

　　　4。仕事を通じて自分の力や可能性をためしたいため

　　　5．働くことにより生活にはりあいが得られるため

　　　6．特別な目的はなく、働くことは人として当然のつとめだから

「私生活での充実感」：あなたは、H頃の私生活で充実感を感じるのは主にどのような時です

か次の中から1つ選んでください。

　　　　1．自分の好きな勉強や研究に打ち込んでいるとき

　　　2．趣味やスポーツに、紳しているとき

　　　3．親しい人と一緒に楽しく過しているとき

　　　　4．社会活動や社会奉仕をしているとき

　　　　5．誰にもわずらわされることなく一人でゆっくり休養しているとき

　1．非現業（執務職）3部門にみられる役職要因について

　」己課題を検討するために、役職者（課長）一三役職者（E2）註5）と所属部門（本社、事業

部、営業部）の別により、6つの比較群を設けた。また、管理・監督者である課長と同格であ

る専門職役職者（主査）が、今回、本社及び事業部の2部門で存在するため、これら役職者も

検討の対象として加えた。

　各対象群の年令レンジは、本社3群が36～44才、事業部3群が36～43才、営業部2群が37～

42才であっk。なお、各群の人数はTable　3に示す通りである。

結果と考察

　（1）仕事意識について

　Teble　3の通り、11の下位領域別に各群の平均値と標準偏差を求め、役職の有無〔課長、　E2

（2）〕×部門（3）の分散分析をおこなった。

　表から、職場、上役、同僚、仕事、コミュニケーション、給与の6領域では、役職及び部門

の両要因の主効果（仕葺と給与は部門要因でP〈．05、それ以外は全てP〈．01）が認められ

註5）一般執務・技術担M職をさし、製造に直接関係する一般技能職（S2）とは異なる。
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た。また、会社、人事、組合は役職要因のみ（P＜．01）、作業条件は部門要因のみ（P〈．01）

の効果が認められた。さらに、交互作用は仕事及び組合の2領域に効果（P〈．05）が認めら

れ、各々有意であった。

　次に、有意差が認められた領域について、まず、役職要因における下位検定を行ったとこ

ろ、全ての部門の課長とE2群の間には、上役など6～7領域で有意差（P〈．05～．01）があ

り、前者は後者より好意的で満足度が高いという一貫した傾向を示した。

Table　3　非現業職部門別平均値、標準偏差及び分散分析結果
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　一方、ライアン基準により役職の有無別に部門間の比較をすると、営業部課長は上役、仕

事、給与を含め6領域で本社課長（P〈．05～．001）と、また、上役、仕事及びコミュニケーシ

ョンの3領域で事業部課長（全てP＜．01）と有意な差異がみられ、好意的で満足度が高かっ

た。また、非役職者の比較で本社E2は、上役とコミュニケーションの領域で営業部E2と、

また、上役と仕事は事業部E2との間で有意差（ともにP＜．01）が認められ、いずれも本社

E2の方が不満が強かった。役職効果が認められなかった作業条件は、課長とE2を含めた部

門間比較を試みたが、本社は営業部との間に差異（t－3。68、df＝498、　P＜．001）があり、本

社の方が好意的であることが認められた。
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　また、役職者と非役職者における仕事から組合の各領域の標準偏差値をみると、営業部は、

課長が全領域にわたりE2より値が小さい。事業部は、会社と仕事の2領域がわずかではある

が課長の方がE2より大きいが、他の9領域は課長の方が同じもしくは値が小さくなってい

る。本社は、会社のみが課長の標準偏差値がE2より大きいが、他は全て値が小さい。これか

ら、非役職者のE2は意識のばらつきが大きく、烏合集団とみられるのに対して役職者の方は

ばらつきが小さいことから選び抜かれたより均一のまとまったグループととらえることができ

る。

　次に、専門役職者である主査の特徴を明らかにするため、課長とE2の群に主査を加え、部

門別に比較検討した。Table　4、5に結果を示す通り、本社、事業部の2部門ともに会社、作

業条件、厚生を除く8領域で5％～1％水準の有意差がみられた。

　下位検定では、本社主査がE2との間で上役、仕事、給与等7領域で平均値が低く、好意的

であることが明らかになった。また、本社課長はE2との間でも主査と同じ7領域に有意差

（P＜．01～．001）がみられた。さらに、本社課長と主査との間は、組合のみ差異（t＝3．66、

df＝181、　P〈．001）がみられ、課長は主査より好意的であることが明らかになった。

　一方、事業部主査はE2との間で、上役、仕事、人事、給与の4領域に差異〔P〈．05～

．001）があり主査の方が好意的で満足度が高いことが認められた。また、事業部課長とE2と

の間は、職場、同僚、仕事、コミュニケーションなども領域に差異（Pく．01～．001）がみら

れ、課長はE2より、好意的で満足度が高いことがわかった。しかし、課長と主査との間は、

本社部門が組合にのみ差異が認められたのに対して、事業部門は全ての領域にわたり違いは認

められず、結局、課長と主査は両部門ともに殆ど差異がないことが明らかになった。

Teble　4　本社部門における役職効果の検討

本

社

役職別

課　長

’主査

E，

N

85

63

36

×／SD 会社

又　　10．58

SD　1　3．79

一
X

SD

又

SD

F　　値 役職効果

11．60

2．75

11．72

2．98

2．37

職場 上役

6．121　22．65

同僚 仕事 ユ
ー
ン

ミ
ケ
ヨ

コ
ニ
シ

野業作
話 人事 給与

1．821　5．92

6．591　13．681　3．671　8．271　9．751　11．15

1．591　3．771　1．061　2．251　2．241　1．61

6．03L　24．11

1．761　6．45

7．391　27．36

6．831　13．781　3．941　8．781　10．251　10．86

2．10i　3．741　1．181　1．781　2．361　1．71

7．921　16．61 3．671　10．501　11．391　12．69

2．351　7．721　2．201　4．321　1．22［　3．001　2．701　2．15

厚生 組合

4．801　13．99

1．521　3．30

5．11

1．30

5．28

1．69

　＊＊
5．83

　＊
4．09

　＊＊
5．26

　＊＊
7．461　1．13

　＊＊1　＊＊］　＊＊
11．181　5．oo1　11．481　1．55

16．08

3．37

15．17

3．36

　＊＊
6．45

df　＝＝2／181．　＊P〈．05．　＊＊P〈．O1

97
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Table　5　事業部部門における役職効果の検討

事

業

区立口

役職賦

課　長

主　査

E2

N

165

45

X／SD

一
X

SD

又

SD

　IX
78レー……
　［　s．

F　　値 役職効果

会社

10．72

3．15

職場

5．75

1．66

上役 同僚

21．36i　6．15

5．921　1．68

仕事

13．56

3．95

作業条
件

4．04

1．24

’n奄奄戟D61－6071616Erl　Si166，，．，，1’一g’1．4g’

　　　　　A
3．71 1．84 6．23［　1．95

11…1・・71匝・・
7．18

12．531　4．51

4．23i　1．31

コミュ
ニケー人事　給与
ション．．

8．48

2．07

8．69

2．15

9．76

2．19

10．74

1．77

厚生

4．96

1．62

組合

13．46

3．44

9．311　10．69i　5．40i　13．69

eq，9！一．一i．＝68］！．14．41－3．56

14．4“　4．321　g．s．s［　lo．g6

op・ogli［1’ij’i’1／］lg．’：／tt’

」．1”’lll．’llllg；TL’51“，11’EI．’lg＊Ei’…JI’tg

1．841　3．921　　　　　1．28i
　t　　　　l一．J　［Il

　　ミ　　　　　
12・26［5・05i14・91

2．97

Z：e！12i．9一，1…一？，一4，，，2L！，．gw・13・44

　＊＊1　＊＊

6．69］　8．76
　＊＊
17．21t　1，32

4．李δ

df－2／285．　＊P〈．05．　＊＊P〈・Ol

　以一ヒから、非現業職にみられる役職要因は、3部門とも、課長がE2より満足度が高く仕事意

識に極めて大きな影響を及ぼすことが明らかになった。

　また、専門職役職者である主査は課長とよく似ており、執務非役職者のE2と明確に区別で

きた。さらに、部門間の差異も確認されたが、特に課長同士の比較で、営業部課長が他の2部

門より満足度が高いのは、本社より組織強制が弱く、外圧にとらわれず、仕事からくる達成感

の充足及び仕事をとりまく環境がよいことも一因していると思われる。非役職者間では、本社

のE2が他より非好意的で明確に高い値が示されているが、これは、課長職とは逆に管理組織

の中枢からくる組織強制が強く、心理的圧迫感とも重なって非好意的なところがでてきたもの

と考えられる。

　（2）生活意識について

　Table　6の通り、カイ自乗検定により、8項目について項目別に各群の反応差を検討した

ところ、「昇進の代償」と「悩み・不安」は3部門ともそれぞれ5％～0．1％水準で有意差が認

められた。そこで、次に結果を詳しく検討するため各群の質問に対する反応（％）をTable7

に示した。一般に課長は、昇進の代償として、〈仕事の達成感〉が本社42％、事業部56％、営

業部58％と高い割合を示すのに対して、主査は、〈専門職としての誇り〉が本社41％、事業部

45％と高い。また、E2はく賃金〉をあげるものが、本社31％、事業部門19％、営業部40％と比

較的高い割合を示した。

　悩み・不安として、課長と主査はく仕事〉が、本社課長で22％、主査46％、事業部課長48

％、主査44％、営業部課長43％とかなり高い割合を示している。

　これに対して、E2はく昇進・昇格〉が本社で33％、事業部32％、営業部42％の悩みや不安

をもっている。これ以外に、事業部のみが「労働の目的」に差異がみられる。課長はく企業や

社会の発展のために自分の力を役立てる〉が39％で高く、第1位であるのに対して、主査は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　98
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く自分の力や可能性を試す〉が42％と特徴ある回答が示されている。また、営業部は「生活の

安定」と、「仕事の変化」が3部門共通の項目以外に差異が認められた。　「生活の充実」は、

課長は充実している方に対して、E2はその逆の傾向にある。もう一つの「仕事の変化」も課

長がついていけるに72％とかなり高い割合を示しているのに対して、E2は44％と違いが目立

っている。

　　　　　　Teble　6　非現業職の各部門にみられる生活意識の項目別カイ自乗値

　項　　　目　　　　本　　　　　社

生活の充実1　　13．56
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホ

昇進の代償i　　　21．22
仕事の）lll，1’ @　　9．08
労働の目的．　　　12．26
仕富の変化．　　　8．48
余　　日㌧　　　7・77
私生活での充実感　1　　　　　to．64
　　　　　　　　1　　　　　　　＊
悩　み・不　安　1　　　　　27．96
　　　　　　　　…

　　＊Pく．05、＊＊Pく．01、＊＊＊P＜．OO　1

事 業　　部

　13。91
　　　ホ　
　35．69

　　5．60

　　　　
　19．27

　　9．11

　15．62

　　7．45

　　　＊＊
　34．98

営　　業　　部

　＊＊
15．07

　＊＊
17．74

4．06

6．80

　＊12．8／

3．32

8．44

　＊＊＊

30．49

Table　7　生活意識における部門別役職間の反磨パターン

「昇進の代償」 　　　　x2＝21．22

一
＼

オ

社

課
主

E，

二
三

N
、
8
5
6
3
3
6

仕　　事

　　一　一％1

　42．4

　36．5　i

専門職 社員資格

lg．4　1

　　1
16．s　［　12．9　1

41．2　1　4．8

27．8　1　11．1

　賃
†一一一一一．t

　　　24．7

　　　12．7

　　　30．6

金」人醐係

　　3．5

　　4．8

　　11．1

　　ネ　　
x2＝’L35．69

N一ゴ㌔墾」座門職 社員資格

恥

…
課
主

…～
業
部

長　1165

査　　　45

　　1　78

賃　　金

　％1
56．3

33．3

41．1　i

5
．

41

5
・

44

4
0

51

5．5

8．9．

19．2

18．2

13．3

19．2

人間関係

　　5．5

　　5．1

　　　　x2＝　17．74

「N仕事 専門職　　社員資格 賃金人聞関係
営
業
部

課

E，

長 97

43　r

　％
57．8　1　9．3

23．3　1　18．6

　　99

7．2

9．3

24．7

39．5

1．0

9．3
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「悩み・不安」
　　　＊
x2＝27．96

本

社

三
主

E，

長
査

・仕．準準．

だ
0
3
俘
0

8
6
3

22．4％ P　23．6

46．o　E　4．s

13．g　1　33．3

十一準婚’単一活健康金銭

12．9

14．3

16．7

3．5

3．1

5．6

18．8

14．3

11．1

その他

　　L
5．9　　1　12じ9

1．6　　15．9

－　　　19．4

　　　　ホポ
　x2罪34．98

N世事等号1燗関門婚’恋家甦活健康金銭

課
主

事
業
部

　　長1　，，，

　　査　　　45

E，　［78

その他

　　％
47．9　1　7．9

44．4　1　6．7

29．5　［　32．1

10．3

17．8

11．5

O．6 4．2

2．2

1．3

，，．，　1

15．6　1

11．5

0．6　　14．6

　　、11．12．2

　　　

」　　　14．1

　　　　＊＊＊
　x2　＝30．49

N　1仕事

営
業
部

課

E，

長

7
3

Q
ゾ
4

43．3

25．6

縁翻燗畷婚：墾甦璽康金銭
％

その他

6．2

41．8

11．3

14．0

：：罪；：：晶：gi’1：1

　また、役職別の部門間の比較を行ったところ、「悩み・不安」の質問のみ課長系列で0．1％水

準で有意差がみられた。

　Table　8に結果を示すが、本社課長が〈昇進・昇格〉に24％の割合を示し、他部門より高い

傾向にあることが認められた。一方、非役職者のE2系列では有意差はなかったが、特徴として

営業部E2が他部門に比べ42％とやや高い値を示している。それ以外に仕事の悩みは、本社

E2が少ないが、逆に人間関係の悩みは他よりわずかに多くみられた。これは、前述の仕事意

識の本社E2の上役の結果と関連があるものと思われる。

Table　8　生活意識における役職別部門間の反応パターン
「悩み・不安」

　　＊＊＊
x2＝36．93

本　　社　　課　長

事　業　部　課　直

営　業　部　課　長

N　仕　事

85

165

97

22．4

47．9

43．3

　一．進・昇

　格
．06

燗関門婚’画家甦活［鹸金銭

23．6

7．9

6．2

12．9　［　一　 1　3．5　［　18．8

1…い・61・…3・9
11．3　［　一　［　2．1　［　17．5

その他

　　丁．

5．9　1　12．9

0．6　1　14．6

1．0　1　18．6

　x2　＝＝　11．88

本社執務非役職者群（E2）

事業部技能非役職者群（S2）

営業部執務非役職者群（E2）

N 仕　事 暴翻△醐準準家魁瀦康
36　i　13．9％1　33．3

78　1　29．5

43　1　25．6

32．1

41．8

　16．7

　11．5

　14．0

100

5．6

1．3

2．3

11．1

11．5

9．3

金　銭 その他

　　　19．4

一　1　14．1

2．3　1　4．7
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　2．製造部門にみられる役職要因について

　製造部門（事業部）は、ライン系列の現業職とスタッフ系列の非現業職の職種に2分される

が、両職種における役職の有無をグルーピングの基準として対象者を設定した。

　現業職は、班長、専門職役職者である技能士長、それに非役職者のS2を対象とする。各群

の年令レンジは35～44才である。一方、非現業職は、1で述べた通り課長、主査及び非役職者

のE2を対象とする。年令レンジは36～43才の範囲である。

結果と考察

　（1）仕事意識について

　まず、職種聞、役職間（単純に役職にある、なし）の違いを明らかにするため、Table　9に

示す通り、11の下位領域別に各群の平均値と標準偏差を求め、役職の有無〔班長・課長、S2・

E2（2）〕×職種（2）の分散分析を試みた。

　表から、役職効果は11の全ての領域で有意差（厚生のみがP＜．05、それ以外の領域は全て

P〈．01）が認められ、役職者の：方が非役職者より各領域に関する態度が好意的であることが

明らかになった。また、職種効果は会社と組合の2領域を除く9領域で差異（厚生はP〈．05、

それ以外はP＜．01）が認められた。

　交互作用は、会社、仕事、給与、組合の4領域で有意差がみられた。これから職種における

違いは、非現業職の方が好意的で満足度が高いことを示した。また、特に会社や組合の領域で

Table　9製造部門現業・非現業役職別平均値、標準偏差及び分散分析結果

役職別

現　　班　長

句

職　　S2

非
現
業
職

課　長

E，

N
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又／SD

又

SD
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165

78

SD

又
［
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10．291　6．86

2．82i　1．97

12．761　8．14

3．741　2．39

10．72

上役

23．3／

7．75

27．44

7．88

5．751　21．36

1．661　5．92

同僚

6．90

1．87

8．25

仕事

15．00

4．42

18．71
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i：9，191－mwr・071　g：giL．一i：s4

役職効果

　　F　　　値
　　　　　　　　職種効果
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　　　　　　　　　　　　ネ
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　　　　＊＊　　　＊＊
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　　＊＊
45．10
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磨

．2S6，．1！2．42

〈1

13．56

3．95

14．41

3．92

　＊＊
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　＊＊
47．35

　＊＊
／1．76

作業条
件

コミュ
ニケー
ション

4．14i　9．29

1．121　2．79

4．901　10．93

1．571　2．48

4．04

1．24

4．32

1．28

　＊＊
17．01

　＊＊
7．25

3．46

8．48

2．07

人事

10．70

2．65

11．98

2．84

9．76

2．19

9．581　10．96

2．441　2．91

　＊＊
37．22

　＊＊
23．13

1．38

　＊＊
28．79

　＊＊
18．01

〈1

給与

11．76

1．97

14．14

2．52

10．74

1．77

12．26

厚生

5．01

1．65

5．64

1．79

4．96

1．62

5．05

2．421　1．69

　＊＊
91．26

　＊＊
50．46

　＊
4．62

　＊
5．26

　＊
4．06

2．76

組合

13．27

3．92

16．22

4．37

13．46

3．44

14．9．　／

3．44

　＊＊
37．16

2．42

　＊
4．29

101
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交互作用が認められたことは、役職要因が単に役職の有無だけに限らず職種の影響を受けてい

ることを示している。

　次に、専門職役職者と管理・監督者との間に果して違いがあるかを検討するため、現業職で

は班長、技能士長に、S2を加えた3群の一元配置による分散分析結果を求めた。　Table　10の

通り、結果は11領域全てに1％水準で有意差が認められた。そこで各群間の差異を明確にする

ためライアン基準により下位検定をおこなったところ、班長とS2は全領域で差異（P〈．01～

．001）が、技能士長とS2は、作業条件、厚生を除く9領域で有意差（P〈．05～．001）がみられ

た。これから、役職者である班長と技能士長はいずれもS2より好意的であることが明らかに

なった。　しかし、同じ役職者である班長と技能士長の差異は厚生（t＝2．77、df＝313、　P＜

．01）と給与（t＝2．28、df＝313、　P＜．05）で班長の方が技能士長より好意的にとらえてお

り、満足度が高かった。しかし、残り9領域では差異はなかった。

　また、非現業職の課長、主査及びE2の3群間の検討は、既に1で求めた通りである。すな

わち、上役と仕事は5％水準で差異が、職場、人事、給与など6領域は1％水準で有意差が認

められた。次に、有意差が認められた領域に下位検定を行った結果、課長とE2、主査とE2

の各々の間で人事（t＝3．61、df＝285、　P〈．OOI、　t＝3．64、　df＝285、　P〈．001）と給与（t＝
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5．63、df＝285、　P＜．001、　t嵩4．27、　df＝285、　P＜．001）に明確な差異がみられた。職場、同

僚、コミュニケーション及び組合の4領域は課長とE2との間のみ有意差（P＜．01～．001）が

認められたが、役職者間の課長と主査の差異はみられなかった。

　②　生活意識について

　Table　11、12に結果を示すが、8項目について、職種ごとにカイ自乗検定を行った結果、

「労働の目的」は、両職種ともに有意差があり、現業職の班長はく豊かな生活〉が44％、技能

士長は32％を示した。技能士長は豊かな生活以外に、〈はりあいがある〉は29％、それにく力

を試す〉が21％と比較的高い割合である。

　一方、非現業職の課長は、〈企業や社会のため〉が39％、〈カを試す〉が33％とこれらに占め

る割合が多いのに対して、主査は、〈カを試す〉が42％と高く、他の回答より抜きんでている。

　また、「昇進の代償」は、両職種とも有意差があり、班長と課長が〈仕事の達成〉で各々37

％と56％の高い割合を示す。技能士長は〈専門職としての誇り〉が43％、主査も45％の値を示

している。現業職であるS2はく賃金〉が41％と他の回答に比べ断然多い。他方、非現業職の

E2は仕事の達成以外にく社員資格による処遇〉とく賃金〉が同じ19％の値で比較的高い割合

を示し、異なった傾向をもつ。

　さらに、現業職では「余暇」が5％水準で差異が認められた。特に、班長がく休養〉に40％

の回答をよせているのに対して、技能士長は約10％で低い。5つの回答のうち、技能士長は

〈家庭サービス〉、〈趣味・スポーツ〉が比較的多く他と違った特色がみられた。非現業職の

方は、「悩み・不安」が1％水準で有意差が認められた。具体的な回答では、課長は、〈仕事の

悩み〉をあげているのに対して、E2はく昇進・昇格〉を訴えとして多く取り上げている。

Table　I　1製造部門にみられる生活意識の項目別カイ自乗値
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　　　　　　Table　12生活意識おける現業・非現業役職間の反応パターン
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ま と め

　1の非現業3部門にみられる役職要因では、役職要因が仕事意識に極めて大きな影響を及ぼ

すことが明らかになった。すなわち、殆どの領域で管理職である課長は、一般職のE2より満

足度が大である。専門職役職者の主査は課長と類似しているが、逆に、一般職のE2とは明確

に区別できた。

　生活意識に関しては、各々の群によって「昇進の代償」や「悩み・：不安」の反応が異なっ

た。特に、「昇進の代償」は、3部門の課長がく仕事の達成感〉をあげているのに対して主査

は〈専門職としての誇り〉、E2はく賃金〉に特徴をもつ。また、「悩み・不安」も役職者が

く仕事〉に高い割合を示したが、E2はく昇進・昇格〉に多くの回答をよせ違いがみられた。

　さらに、同一役職寸間の比較でも、所属部門によって「悩み・不安」の反応が異なることが

明らかになった。

　2の製造部門にみられる役職要囚では、役職者の方が非役職者より、仕事に関する意識で好

意的な結果が得られた。また、職種では非現業職の方が現業職より好意的であることが認めら

れた。さらに、技能士長、主査の専門職役職者は、管理・監督者の班長、課長とそれぞれ差異
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が認められなかったことから、専門職役職者の役職としての効果が製造部門においても見いだ

せた。

　生活意識では、1の非現業職の比較と同じように、班長・課長、技能士長・主査、それに一

般職のS2・E2の各群は、各々特徴のある独自の結果を示した。特に、技能士長と主査は、労

働の目的として、〈力を試す〉が高い割合を示したが、他の質問の昇進の代償に対する回答で

く専門職の誇り〉を掲げており、対応のある回答が見いだされた。また、同じ一般職同士でも、

現業職のS2は昇進に代わる他の欲求充足について、〈賃金〉が断然高いのに対して、非現業

職のE2は、〈仕事の達成〉を第1位にあげ、職種間の両者の違いも明らかにされた。
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第20回国際応用心理学会に参加して一

森下高治

　Wundt，　W．が心理学を経験科学として誕生させたのが、1879年である。それから1世紀を

経過した今口、心理学は基礎はもちろんのこと、応用をも含あてめざましい学問の発展をみ、

現実のわれわれのあらゆる場面、生活に入ってきた。筆者も心理学、特に応用心理学を専攻す

るものとして、この15年余、青年・成人を対象とした職業行動の諸問題に取り組んできたが、

本年、機会があって恩師である関酉学院大学名誉教授の武田正信先生らとともに、スコットラ

ンドのエディンバラ大学で開催された国際会議に参加した。

　会議は7月25口から31日までの一週間にわたった。Scientific　Programmeの委員長は、応

用心理学の権威Singleton，　T．教授がつとあられた。特に学会の母体となる実行委員会のメ

ンバーがバーミンガムのAston大学の応用心理学部門の人たちということもあって、産業、

組織、エルゴノミックス関係のシンポジウムやワークショップの充実が目立った。

　参加国は57力国、1，600名を越える人たちが集まり、わが国からも、留学者、或いは国外の

大学に在籍する研究者らを含め約50名の研究者が参加した。

　多くのシンポジウムのなかで、特に関心を引いた報告は、Industrial／Organizational部門の

Meaning　of　Work／A　Cross　National　Study一働くことの意味に関するシンポジウムである。

紙幅の都合で詳細な内容に触れることは出来ないので概略だけにとどめておきたい。

　コンビナーはネーデルランドのDrenth，　P．　J．　D．教授であった。オランダ、イギリス、ア

メリカ合衆国、イスラエル、西独、ベルギー、ユーゴスラビア、それに日本の計8力国からな

る国際チームが編成され、それら各国の研究者による働く人たちの国際比較による第1次の共

同調査研究報告である。

　わが国からは、このMOW（Meaning　of　Work）プロジェクトに大阪大学の三隅二不二教

授が参加され、中間報告がなされた。

　われわれにとって、素朴な疑問として日本人は勤勉であると言われているが、他国と比較し

て果してそうであるか、もし、そうであるとするならば、働くことの意味は何かなど働くこと

に関連するさまざまな問題が起ってくる。

　これに対して、MOWでは面接によるターゲットグループ調査が行われ、生活のなかでの

働く重要度は、日本は諸外国に比し第1位で他を大きく引き離していることが明らかになっ

た。第2位はイスラエル、第3位アメリカ合衆国と続く……結果である。また、働くことの目

標は、日本以外の諸外国は、すべて興味ある仕事をするを第1位としたが、日本は第7位で異
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なった動きをしていることが認められた。しかも、わが国のばあい、新しいことを学習できる

仕事が重視され、そこから、日本人の働くことの重視の背景に勉強になる仕事、新しいことを

学習できる仕事といった精神的要素とならび未来的志向を含んだ労働の姿が浮かびあがってき

たことは、大いに注目される点である。

　今回のMOWプロジェクトの報告は、単に心理学的要因のみの問題だけではない。それは

社会科学者も入った社会体制や経済機構の問題まで立ち入った、いわば、社会・経済学的要因

を変数に入れた大規模なプロジェクトで特筆すべき研究である。1984年には最終報告書がまと

められると聞いているが、われわれにとってはこれからの研究（テーマの設定、目標、方法な

ど）に大いに参考にしたいと考えている。

　また、学会の合い間をぬって、エディンバラ大学の心理学研究室（3階建の建物一棟）を訪

れたが、教育スタッフ20名余り、その他に技術要員、司書、事務員、秘書が10名ほどいる充実

ぶりで、見聞きすることが全て刺激になることばかりであった。なかでも、研究室ロビーの掲

示板には、各教授の1年間の活動状況が張り出され、さすが実力主義社会の様子を教えてく

れた。幸い天候にも恵まれ、大学の建物からはエディンバラ城が眺められ、各発表会場は、

OHPをはじめ、同時通訳施設が完備され、極めて教育・研究環境がよいとの印象を受けた。

わが国においても、大学の質的充実が言われているが、エディンバラ大学にみる教育・研究環

境に少しでも近づくことができたらと思う次第である。

　最後に、今回、父兄会のご援助のもとに渡英できましたことに対して衷心より感謝の意を表

します。
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